
◎司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律 
（平成一五年七月二五日法律第一二八号）   

一、提案理由（平成一五年五月一三日・衆議院法務委員会） 

○森山国務大臣 司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律案について、

その趣旨を御説明いたします。 

 我が国においては、内外の社会経済情勢の変化に伴い、司法を国民に身近なものとし、

国民の多様かつ広範な要請にこたえること等を目指した司法制度の改革が求められてお

ります。この法律案は、このような状況にかんがみ、司法制度改革の一環として、簡易

裁判所の管轄の拡大及び民事訴訟等の費用に関する制度の整備、民事調停官及び家事調

停官の制度の創設並びに弁護士及び外国法事務弁護士の制度の整備を行うことを目的と

するものであります。 

 以下、法律案の内容につきまして、概要を御説明申し上げます。 

 第一に、簡易裁判所の取り扱う民事訴訟事件の訴訟の目的の価額の上限を百四十万円

に引き上げるとともに、訴えの提起の手数料の額の見直し及び民事訴訟等の費用の額の

算出方法の簡素化を行うこととしております。 

 第二に、弁護士から任命される民事調停官及び家事調停官が裁判官の権限と同等の権

限をもって調停手続を主宰する制度を創設することとし、民事調停官及び家事調停官の

任命、権限、手当等について所要の規定を置いております。 

 第三に、企業法務の担当者及び公務員等であって司法試験合格後に所定の法律関係事

務に従事し、かつ、所定の研修を修了した者に対して弁護士資格を付与するなどの弁護

士となる資格の特例を拡充するとともに、弁護士について、弁護士法上の公務就任の制

限の撤廃及び営利業務従事の制限の緩和、弁護士の報酬規定の会則記載事項からの削除、

日本弁護士連合会に綱紀審査会を創設するなどの綱紀・懲戒制度の整備を行うこととし

ております。 

 第四に、外国法事務弁護士による弁護士の雇用並びに外国法事務弁護士と弁護士等と

の共同事業及び収益分配に関する規制を緩和するとともに、それに伴う弊害を防止する

ための所要の規定を置いております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一五年五月二七日） 

○山本有二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、司法制度改革の一環として、簡易裁判所の管轄の拡大、民事訴訟等の費用に

関する制度の整備、民事調停官及び家事調停官の制度の創設、所定の研修を修了した者

等に対する弁護士資格の付与、弁護士及び外国法事務弁護士の制度の整備などを行おう



とするものであります。 

 本案は、去る五月十三日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日委員会にお

いて森山法務大臣から提案理由の説明を聴取し、十六日質疑に入り、二十日参考人から

意見を聴取するなど慎重に審査を行い、二十三日、弁護士資格の特例に関して、自由民

主党及び公明党の共同提案による、国会議員及びいわゆる特任検事について、弁護士資

格を付与する要件に所定の研修修了を加えることを内容とする修正案が、また、民主

党・無所属クラブ及び社会民主党・市民連合の共同提案による、国会議員及びいわゆる

特任検事について、弁護士資格を付与する者からこれらを除くことを内容とする修正案

が、それぞれ提出され、いずれも趣旨の説明を聴取し、原案とあわせて質疑を行い、質

疑終局後、討論、採決の結果、民主党・無所属クラブ及び社会民主党・市民連合の修正

案は賛成少数をもって否決され、自由民主党及び公明党の修正案並びに修正部分を除く

原案はいずれも賛成多数をもって修正議決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一五年五月二三日） 

○漆原委員 ただいま議題となりました塩崎恭久君外一名提出の修正案について、提出

者を代表して、その概要を説明申し上げます。 

 まず、弁護士資格の特例に関して、原案では、司法試験合格後、衆議院議員または参

議院議員の職にあった期間が通算して五年以上になる者、または検察庁法第十八条第三

項の考試を経た後、いわゆる特任検事の職にあった期間が通算して五年以上になる者、

いずれについても、弁護士資格取得に研修を要件としていませんが、修正案では、いず

れの場合も、司法試験合格後、いわゆる企業法務や公務員の職務に従事した期間が通算

して七年以上になる者と同様、所定の研修を修了することを要件としようとするもので

あります。 

 次に、その他所要の規定の整備をしようとするものであります。 

 以上が、本修正案の概要であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。 

 以上でございます。 

○附帯決議（平成一五年五月二三日） 

 政府及び関係機関並びに最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段

の配慮をすべきである。 

一 不動産に関する訴えを提起しようとする者が、簡易裁判所の事物管轄の上限引き上

げに伴い、訴訟の目的の価額の上限を超えない請求をする場合でも、簡易迅速に事件

を解決する簡易裁判所の機能を十分に踏まえ、第一審裁判所を選ぶよう周知すること。 

二 簡易裁判所の事物管轄引き上げに伴い、簡易裁判所と地方裁判所の役割及び民事訴

訟法第十八条の簡易裁判所の裁量移送の趣旨が周知徹底されるよう努めること。 



三 民事調停官及び家事調停官の制度については、その機能と成果を検証しつつ定着を

はかるよう努めること。 

四 弁護士が裁判官と同等の立場で、非訟事件に関与する制度の導入に関する研究をす

すめること。 

五 弁護士資格の特例を拡充することとなる者に課する研修については、司法修習の理

念に基づき、司法書士に簡易裁判所での訴訟代理権を付与するに当たって課される特

別研修にかんがみ、弁護士実務に必要な理論的且つ実践的な能力を涵養するために、

十分な内容及び時間を確保するよう努めること。 

六 法科大学院を中核とする新たな法曹養成制度が構築されることや、本法によって新

たに特例措置を講ずる者に対しては研修を課することとしたことにかんがみ、五年以

上一定範囲の大学当の法律学の教授、助教授の職にあった者等に対して弁護士資格を

付与する制度について、引き続き適切な見直しを行うこと。 

七 弁護士の報酬に関する標準を示す規定が会則から削除されることに伴い、弁護士法

第一条に明記された弁護士の職務に公共的性格があることにかんがみ、弁護士へのア

クセス拡充に支障が生じないよう、日本弁護士連合会が行う弁護士報酬等の情報提供

に協力すること。 

八 日本弁護士連合会の協力を得て、外国法事務弁護士が、弁護士との共同事業や弁護

士の雇用により日本法などの職務外法律事務を取り扱うことのないよう十分な配慮を

すること。 

三、参議院法務委員長報告（平成一五年七月一八日） 

○魚住裕一郎君 ただいま議題となりました司法制度改革のための裁判所法等の一部を

改正する法律案につきまして、法務委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げ

ます。 

 本法律案は、司法制度改革の一環として、民事訴訟事件についての簡易裁判所の管轄

の拡大及び民事訴訟等の費用に関する制度の整備、弁護士から任命される民事調停官及

び家事調停官制度の創設並びに司法試験合格後に所定の法律関係事務に従事し所定の研

修を修了した者等に対する弁護士資格の付与、弁護士の綱紀・懲戒制度の整備並びに外

国法事務弁護士についての制度の整備を行おうとするものであります。 

 なお、衆議院において、弁護士資格の特例について所要の修正が行われております。 

 委員会におきましては、簡易裁判所の人的、物的体制の整備の必要性、弁護士任官制

度の一層の促進、弁護士資格の特例付与の妥当性と研修の具体的内容等について質疑が

行われ、また、参考人から意見を聴取いたしましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 質疑を終局した後、民主党・新緑風会の千葉理事より国会議員及び特任検事に対する

弁護士資格の特例に関する規定を削除する旨の修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入り、日本共産党の井上理事より原案に反対の意見が述べられました。 



 討論を終わり、採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案どおり

可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年七月一七日） 

 政府及び関係機関並びに最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段

の配慮をすべきである。 

一 不動産に関する訴えを提起しようとする者が、簡易裁判所の事物管轄の上限引上げ

に伴い、訴訟の目的の価額の上限を超えない請求をする場合でも、簡易迅速に事件を

解決する簡易裁判所の機能を十分に踏まえ、第一審裁判所として地方裁判所も選べる

旨周知すること。 

二 簡易裁判所の事物管轄引上げに伴い、簡易裁判所と地方裁判所の役割及び民事訴訟

法第十八条の簡易裁判所の裁量移送の趣旨が周知徹底されるよう努めること。 

三 民事調停官及び家事調停官の制度については、その機能と成果を検証しつつ定着を

図るとともに、着実な規模の拡大に努めること。 

四 弁護士が裁判官と同等の立場で、調停事件以外の非訟事件に関与する制度の導入に

関する研究を進めること。 

五 弁護士資格の特例を拡充することとなる者に課する研修については、司法修習の理

念に基づき、弁護士実務に必要な理論的かつ実践的な能力を涵養するために、十分な

内容及び時間を確保するよう努めること。 

六 法科大学院を中核とする新たな法曹養成制度が構築されることや、本法によって新

たに特例措置を講ずる者に対しては研修を課することとしたことにかんがみ、五年以

上一定範囲の大学の法律学の教授・助教授、衆参の法制局参事、内閣法制局の参事官

等の職に在った者に対して弁護士資格を付与する制度について、速やかに適切な見直

しを行うこと。 

七 弁護士の報酬に関する標準を示す規定が会則から削除されることに伴い、弁護士法

第一条に明記された弁護士の職務に公共的性格があることにかんがみ、国民の弁護士

へのアクセス拡充に支障が生じないよう、日本弁護士連合会が行う弁護士報酬の実態

等の情報提供に協力すること。 

八 外国法事務弁護士が、弁護士との共同事業や弁護士の雇用により日本法などの職務

外法律事務を取り扱うことのないよう、日本弁護士連合会が外国法事務弁護士に対し

て広報及び研修や監督の充実に努めることについて十分な配慮をするとともに、本法

の施行後、外国法事務弁護士の法律事務取扱いの状況にかんがみ、必要があるときは

適時適切な見直しを行うこと。 

 右決議する。 


